
皆さま，こんにちは。

本日はせっかくの土曜日

にもかかわらず，本会場

にお越しくださってあり

がとうございます。この

ように素晴らしい聴衆の

前で話す機会を与えてい

ただき光栄に思います。イ

ギリスEconomic&SocialResearchCouncil，

および日本学術振興会に資金を提供していただき，

このような国際共同プログラムの会議を可能とし

てくださったことに感謝したいと思います。また，

阿部先生，そのほかの日本の研究者仲間の皆さま

に御礼を申し上げたいと思います。このように素

晴らしい会議をオーガナイズしてくださって非常

にうれしく思っており，今後さらに一層，日英の

協力を深めていきたいと思います。

本日，私は，イギリスにおける社会排除，そし

て貧困対応政策について，どのようなものが成功

して，どのようなものが不発であったかというこ

とについてご報告を申し上げたいと思います。ま

た，なぜこれらの政策が日本にとって参考になる

かということについて，イギリスの視点からご説

明させていただきます。

数年前，国際連合と国際社会学学会の依頼によ

り，貧困の考え方についての比較研究を行いまし

た。その結果，貧困というのは普遍的な概念であ

るということが我々の結論でした。あらゆる文化

圏，社会において貧困の概念が存在します。その

一例を挙げますけれども，最初に，日本では「富

める者は友多し，貧しき者は親族からも縁を切ら

れる」と言うそうです。これは素晴らしい日本の

格言でありまして，貧困と社会的排除について物

語っていると思います。つまり貧しき者は親族も

いなくなってしまう。親族からも縁を切られてし

まうということであります。貧困者は結局，社会

から孤立し絶縁されてしまって，家族からも縁を

切られてしまうということをうまく表現している

言葉だと考えています。

近代におきまして社会的包摂と貧困に対して対

策が取られた一例としましては，1999年，当時

イギリスの首相であったトニー・ブレアによる公

約に集約されております。ブレアは「子どもの貧

困を未来永劫，社会からなくす。そして，それを

2020年までに一世代かけて実行する」という公

約をいたしました。それまでのイギリスで樹立さ

れた政権の中で，「未来永劫，子どもの貧困を撲

滅させる」という公約を掲げた政権はありません

でした。その後さまざまな措置が発表されまして，

子どもの貧困をどのようにして撲滅するか，どの

ように包摂を高めて排除をなくすかという政策が

発表されています。その結果，立法化のさまざま

な措置が行われ，子どもの貧困法が2010年に制

定され，2020年までに撲滅するということが法

文化されました。ですので，これを試みないこと

は政府にとって違法になるということであります。

また，この法制定におきまして，すべての政党が

この法案を支持したということが非常に重要な点

であります。あらゆる政党が支持しました。
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子どもの貧困防止法は明確に目標を設定してお

ります。また貧困ということ，貧困撲滅について

4つの統計的な測定法を使うことによって明確に

定義しております。そして担当大臣は子どもの貧

困戦略を設立することを義務づけられており，そ

れを3年ごとに更新しなくてはならないこと，そ

してそれに対して第三者による評価が行われなく

てはならないと定められております。

貧困を撲滅できるという考え方は比較的最近生

まれたものです。イギリスにおいて法律化された

のは最近ですけれども，400年前には異なる考え

方が主流でした。過去におきましては，貧困は，

神の意志ということで避けられない必要悪だと思

われていたのですが，フランス革命のときに初め

て貧困は撲滅可能であるという考え方が台頭して

きました。つまり貧困は解決できるのではないか。

むしろ神の意志ではなく，人為的な行動による帰

結ではないかということでありまして，社会科学

の不完全さが原因ではないか。普遍的に，年金，

若者への手当，疾病手当，また国費による教育な

どを提供することによって貧困を撲滅できるので

はないか。そういう，いわゆる福祉国家概念が生

まれたのです。

フランス革命でフランスにおいて設立されただ

けではなく，トマス・ペイン（ThomasPaine）

もアメリカの革命に影響力を行使した学者ですけ

れども，彼自身もその考え方を樹立しました。た

だ，当時は狂っているアイデアではないかと一般

大衆は思ったのです。そんなこと実現できるわけ

はないと。ところが，この人たちは先見の明があっ

たということを我々現代では分かるわけでありま

して，多くの国家がこういった福祉国家の解決法

を踏襲して実施しております。そうすることによっ

て貧困を削減し，そして最終的には撲滅させたい

と考えております。

では，貧困とは何を意味するかということです。

社会的排除，そして貧困に関しては，イギリスで

適応されているのみならず，確立した定義が定め

られております。現在では，欧州連合の27加盟

国，5億人を網羅する加盟国全部で1つの定義が

使われております。1974年に最初の定義ができ

ましたが，以下が最新の改正後の定義であります。

「物質的，文化的，社会的資源があまりに限ら

れているがために，居住する加盟国において受け

入れられる最低限の生活からも排除されてしまう

ような個人・家族集団」

この概念は貧困の相対的概念としてとらえられ

ております。市民の権利が侵されていることを貧

困と定義しておりまして，通常の活動に参加でき

るだけの資金を確保できるかという概念からの定

義であります。必需品，普通誰でも持っているは

ずのものを購入できるお金を持っていない。そし

て最低限の生活を送るだけの資金力がないという

ことであります。つまり市民として通常の社会に

参加できるだけの資金力を持てないことが貧困で

あるという考え方であります。

私の同僚であるピーター・タウンゼンド教授，

最近亡くなられて大変残念ですが，このタウンゼ

ンド教授がもともと「相対的な貧困」という概念

をつくり出しました。これは社会科学からの発案

でありまして，どのような社会でも適応できる概

念であります。資源，そして資金の欠如が貧困で

あります。そして，その結果として最低限の生活

から除外されてしまうということです。異なる定

義をする人もいますけれども，今のところはタウ

ンゼンド概念を踏襲したいと思います。

では，貧困をどのように欧州連合では測定して

いるかですが，低所得という概念で測定しており

ます。どの世帯が貧困のリスクにさらされている

か。相対的に世帯所得がほかの世帯に比べると，

低いという概念であります。図1には，低所得世

帯数がどのように推移してきたかということを，

60年代から最新のデータまで示しております。

60年代・70年代当時，低所得世帯の割合は，11，

12，13％でしかありませんでした。70年代の石

油危機時に上昇し，その後，労働党政権が樹立し

まして，貧困層にやさしい政策を取ったことで

8％ぐらいに落ちました。
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1979年にマーガレット・サッチャーが首相に

なりまして，保守党政権が樹立され，このサッチャー

政権は全く異なる社会政策を取りました。そのこ

とによりまして低所得世帯が急増しました。かつ

て8％であったものが，25％まで上昇しました。

当時は経済情勢が拡大期でありまして，経済成長

率は高レベルでした。国民1人あたりの平均所得

は上昇していたんです。ただ，過半数の人たちは

富を構築していながら，最下層部分の人たちは絶

対的にも相対的にも両方の面で貧困になりました。

ほとんどの人たちはお金を儲けていたんですけれ

ども，最下層の人はどんどんお金を失っていった

状況でありました。

その状況が長く続きまして，99年，ブレア首

相が先述の公約をしました。それによって貧困削

減のさまざまな政策，特に子どものいる世帯を対

象とした政策が実施されまして，ある程度の効果

がもたらされました。それは少しリバウンドして

しまったのですけれども，まだ低所得世帯の割合

は60年代・70年代の頃まで落ちておりません。

ですので，イギリスにおきましても，そして日

本におきましてもOECDの取っている統計により

ますと，所得格差は高止まりしているということ

でありますし，またさらにこの格差が拡大してい

ます。世界の先進国の平均値でありますOECDに

よりますと，所得格差がイギリスでは高く上昇し

ています。似たような状況が日本にも見られます。

格差が既に高く，さらに上昇しているということ

です。

では，その原因は何か。1つの原因はイギリス

における，日本にも言えることだと思いますけれ

ども，税制です。税制の累進制が十分ではないと

いうことであります。つまり，どの程度の税を払っ

ているかということを富裕層と低所得層の所得割

合で見ると，最高所得のトップ10％の人々は，

直接税・間接税で総所得の3分の1ぐらいを税金

として払っています。政府に対して直接払う直接

税と，所得税のような間接説，また資産税などで
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あります。ところが，最下位10％の人々は総所

得のうち半分ぐらいが税に費やされてしまいます。

もし，より累進制が高ければ，所得の低い人たち

は，もっとたくさんの所得を自分たちの手元に取っ

ておくことができているはずであります。

格差が拡大している理由の1つは，過去20年の

間で，特に最も富裕層トップ1％の高所得者への

富の配分が多かったということが言えます。イギ

リスにおきましては，トップ1％の高所得者が，

税前国民総所得に占める割合が90年代におきま

しては10％であったのですけれども，現在では

それが14％まで拡大しております。日本の上昇

率はそれほどでもなく，8～ 9％程度に上昇した

程度です。アメリカが最悪でありまして，トップ

1％の高所得者が総所得の19％も占めています。

日本でもそういう状況が以前は存在しておりま

した。1920年代，30年代におきましては，日本

でも貴族的な高所得層が国民総所得の約20％を

占めていた時代がありましたが，劇的に60年代

に変化が起きました。トップ1％の富の割合は，

そこから8％に下がりまして，大体そのぐらいで

推移しております。この格差の縮小が，50年代，

60年代における日本の経済成長の1つの大きなカ

ギとなりまして，高度成長を遂げることができた

んです。

中でもトップ0.1％の所得者が占める割合です

けれども，彼らの富に占める割合が最も急落しま

した。これは日本だけではなく，そのほかの国々

でそうだったのです。ところが，特にアメリカに

おきまして，また最近，30年代水準にまで逆戻

りしてしまっております。トップ0.1％の所得者

の国民総所得に占める割合がアメリカでは再び上

昇してしまいました。それが現在の国際的な情勢

であります。

それでは簡単に歴史を振り返ってみたいと思い

ます。つまりイギリスにおける貧困政策の400年

の歴史を振り返ってみて，現在の政策がどういう

脈絡の中に存在するかということを説明したいと

思います。17世紀，および18世紀におきまして，

貧困政策の目的は貧困撲滅ではありませんでした。

400年も貧困政策をうってきたのに，いまだに，

それが撲滅できなかったということの背景には，

その間に設定された政策の目的が貧困撲滅ではな

かったということがあるのです。

すなわち，17世紀，18世紀におきましては，

貧困撲滅ではなくて飢餓からの救済が目的として

掲げられていたんです。「下層階級は貧困のまま

でいない限り，生産的に労働しないだろうという

ことは，愚か者以外の誰もが分かっている」とい

うふうに常識的に思われていたんです。彼らが貧

困から脱却したならば怠惰になってしまうと。で

すので，貧困を防止するなんていうことを政策目

的にしてしまったらひどい社会になってしまうと

いうことで，防止すべきは貧困ではなく飢餓であ

ると思われていました。

そして貧困層は都市に行って，よりよいお金を

稼ぎ，職を探すという行為をしなくてはならなかっ

た。それがうまくいかなかったとしても，社会保

障システムがあるから少なくとも飢えはしないと

いうことだったんです。ケンブリッジ大学などの

学会におきましても，だからこそ産業革命はこの

正しい政策があったからイギリスで勃発したのだ

と考えていました。イギリスは世界最大の経済で

もないし，最も優秀な国民でもない。フランス，

あるいはオランダの経済規模のほうが，イギリス

よりも当時はずっと大きかったんです。でも，社

会保障制度がそれらの国々になかった。都市部の

労働力が存在しなかった。そこでイギリスにおき

ましては新しい技術が生まれ，工場での雇用が増

えたということです。それは社会保障制度がイギ

リスにあったからと理解されていました。当時の

結論は，経済成長を達成したいのであれば，イギ

リスの歴史を振り返ってみると分かるとおり健常

な教育を受けた人口が必要であって，社会保障制

度を整備することによって飢餓をなくすことが必

要だということが信じられたわけです。そして，

そのために，約2％分のGDPの費用が社会保障費

として発生していました。

19世紀になると，「貧困層のために何で金持ち
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が税金を負担しなくてはならないのか」，そして

「貧困というのは貧困者のせいで，自分たちの自

業自得なんだ」という概念が蔓延るようになりま

した。「彼らは怠惰であって，働かないからいけ

ないのだ。だから，貧困者には人権など持たせる

べきではない」と。施設で働かせ，きつい労働を

させる。そうすることによって，自分たちの行為

が悪いからそういう状況になってしまったという

教訓を学ばせ，分からせなくてはならない。100

年続いたけれども，その政策はうまくいきません

でした。

そこで20世紀中旬になりますと，貧困の原因

は必ずしも貧困者の行動パターンではないという

考え方が台頭してきたのです。構造的な原因もあ

るのではないか。人が働かない理由は職がないか

らではないか。病に陥るのは疾病が発生するから

ではないか。ということで福祉国家という概念が

台頭してきました。社会セーフティネットを整備

するべきではないか，もし失職したならば，ある

いは病にかかったら十分な期間の間保護し，再就

職できるまでは保護を提供するべきではないかと

いう考え方です。ただ，「未来永劫，貧困を撲滅

する」という目的が正式に掲げられたのは比較的

最近のことでしかありません。つまり何人も基本

的人権として社会に参加する権利があるという考

え方は，最近になって生まれた考え方です。

最近，報道でよくイギリスの若者による暴動の

シーンをごらんになっていると思います。イギリ

ス中で社会不安が発生しております。私の娘の学

校の400メートルぐらいの至近距離でも，暴動が

発生いたしました。ロンドンでさまざまな地域に

おきまして，去年の夏，こういったような暴動が

発生していました。イギリスに限ったことではな

く，中東地域，および欧州各地におきまして大衆に

よるデモが起きております。

1つの根本的な原因は，数年前に金融危機が勃

発して，その結果どうなったかということであり

ます。2009年におきましては，金融システムの

崩壊ゆえに，ほとんどの世界の先進国では国家の

富の水準が急落いたしました。日本では，5％下

落，イギリスも大体5％ぐらい富の水準が下落い

たしました。何が起きたのか。銀行の資産価値は，

かつては非常に巨大だったのが，ほんのわずかに

まで縮小してしまったんです。金融市場において

賭けをしてしまって大きく損をしてしまったので

す。GDP対比の銀行部門の資産価値がイギリス

では，大きく変わってしまいました。日本ほど経

済規模はありませんけれども，イギリスはそれで

も第4位，第5位の世界経済規模を誇っているわ

けです。つまり1年分のGDP全部が資産価値とし

てなくなってしまったわけです。1年分の経済成

長率が，銀行部門だけで，EU，およびアメリカ

を合わせてなくなってしまいました。

そのことによりまして各国政府は多額の公的資

金を銀行部門に注入せざるを得なかったのです。

そうでない限り金融システム全体が崩壊していた

でありましょう。ATMにカードを入れたとして

も，口座から資金を引き出せないというような状

況になってしまったわけです。銀行部門の救済で

はイギリスにおきまして2兆米ドル使わなくては

なりませんでした。これは1年分のGDPに匹敵す

るだけの公的資金です。アメリカでも同様であり

まして，8.5兆ドルの銀行部門救済策を取りまし

た。これも大体アメリカの1年分のGDPに匹敵す

る規模です。民間部門から公的部門に債務のつけ

替えをしました。そのことによって財政緊縮策が

取られまして，特に失業，若者の孤立が発生して

しまったのです。大衆が孤立してしまうと，ちょっ

とした火種であったとしても暴動に派生してしま

います。それによりまして，あのような現象が起

きました。

それでは，今までのイギリスの貧困対策，およ

び社会包摂政策から学べる教訓は何かということ

をお話ししましょう。私の同僚のジョナサン・ブ

ラッドショー先生が行った研究の一部ですけれど

も，子どもの時期に貧困世帯で育つとどうなるか
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を科学的に検証すると，さまざまな負の結果，死

亡率が高い，また罹患率も高い。あるいはホーム

レスになる確率も高い。また学校の成績が悪い蓋

然性も高いし，成人してもいい職に就けない確率

が高い。未成年の10代で妊娠してしまう確率が

高い。また自殺率も高くなるということがわかり

ます。一連の負の結果が存在しております。これ

が深刻なる影響を及ぼしかねません。例えイギリ

スのような豊かな社会であって，国民1人あたり

のGDPが日本より高い国であってもです。

グラスゴー（Glasgow）はイギリスにおきま

して第3位の都市です。グラスゴーにグラスゴー・

カルトンという地区がありまして，ここは貧困街

であります。この地区だけを捉えると男性は54

歳が平均寿命です。何で平均寿命がこんなに短い

か。インド，あるいはフィリピンの一般的な男性

平均寿命よりも，さらに短い。カルトンから3キ

ロ，4キロぐらい南東に行きますと，グラスゴー・

レンジーという地区がありまして，ここは大学の

教授，あるいは富裕層が住んでいて，緑地もたく

さんある地区であります。たったそのぐらいしか

離れていないところであっても，男性の平均寿命

はなんと82歳です。それは，日本，あるいはア

イスランドという，世界でも平均寿命が高い国の

男性平均寿命さえも上回っているんです。ですの

で，82歳の平均寿命のお金持ちの町から数歩あ

るくと54歳で死んでしまう地区があるというこ

とです。

その理由は，人の行動パターンではありません。

貧困の結果であり，また排除の結果であります。

実証的証拠もありまして，貧困の人々は，心疾患

にかかりやすい。あるいは胃がん・胃腸系のがん，

脳卒中や脳溢血にかかりやすい。脳出血にかかり

やすい。ということで，詳細を割愛いたしますけ

れども，大きな健康格差があるのです。WHOも

そういう結論を出しております。だから男性平均

寿命がそれだけ短いということです。

特に子どもの貧困は，財政的にも高くつくとい

うことが言われております。その理由ですけれど

も，貧困世帯で育つ子どもは成績が悪い。体の健

康もよくない。成人すると，それが長期的な影響

を及ぼす。医療費もかさんでしまうし，それだけ

問題に費やさなくてはならない費用もかさんでし

まう。そして，いい職に就けないから税金もたく

さん払えない。計量経済学モデルによりますと，

子どもの貧困は政府にとって大きな財政負担にな

るということであります。歳入の損失，そして歳

出の増加ということで，政府にとってGDPの2％

ぐらい，年間25億ポンドの負担になっています。

貧困撲滅コストは大体そのぐらいのコストと試算

されております。相殺するということであります。

つまり長期的には同じだけのコストで撲滅できる

のだから，経済的な成果だけではなく，特に健康

の状態も教育水準も，また経済の生産性もそれだ

けよくなるということでありまして，投資利益と

しては高いのです。

では，なぜ政府がそれをやらないのかというと，

今お金を投資したとしてもその成果は，今子ども

である子たちが成人するまで，出ないからなので

す。でも，子どもの貧困に対する政策は，素晴ら

しい投資でありまして，カナダ，アメリカでもこ

のような試算をした結果，大体同じような結論が

出てきております。つまり児童の貧困をキープす

るための費用負担と，撲滅する費用負担が大体相

殺される，匹敵するということです。

1997年に，労働党政権が，貧困を削減，撲滅

するという公約を掲げました。首相は，「新しい

青年期において排除に対する闘いを展開しなくて

はならない。何人にも機会を提供しなくてはなら

ない。もし，次期労働党政権がその政権終焉時に

おいて貧困層の生活水準を向上することに成功し

ていなかったならば，政権の失敗であろう」とい

うことを明言しました。

7月に着任いたしまして，8月にはもう既に

「社会的排除対策室（SEU）」ができました。マ

ンデルソン卿（PeterBenjaminMandelson）

が始め，社会的排除という苦しみと無駄が我々の

時代の最大の社会危機であると主張しました。こ

のSEUは，政府の省庁を横断的に調整し，また

Summer'12 9

Ⅴ 社会的排除対策室（SEU）の発足

イギリスの社会的包摂政策：成功と失敗



季 刊 ・ 社 会 保 障 研 究

地方自治体とボランタリーセクターと協力するこ

とを目的として掲げました。多分野において政策

を展開するということでありました。たとえば教

育における不平等の問題に取り組んでおり，特に

最底辺にいる人たちの教育条件を改善するという

ことに取り組みました。それ以外にも，高齢者，

年金生活者，社会的弱者，そしてマイノリティ・

グループにおける貧困問題が取り組まれました。

しかしながら，SEUが，この中で特に強調し

たのは，子どもたちの貧困，とりわけ最も貧困な

子どもたちを対象にしたということであります。

子どもの貧困問題に取り組むことによって長期的

な問題を解決し，社会の機会を改善するというこ

とにつながっていくわけです。子どもの貧困に取

り組むことについて，有償労働を増やし，生活で

きるような労働をつくり出していくということを

行ったわけです。労働市場に対する積極的な介入

を行い，そしてまた親，母親たちが労働市場に参

入できるように取り組んでまいりました。さまざ

まな政策が用意され，これに基づいて子どもを持

つ家庭の所得を上げ，さらに親たちが労働に就く

ことができるようにするということを行いました。

労働することによって十分な資金を確保し，そし

て社会に参加できるようになるわけです。

これら政策は，たとえば最低賃金であるとか，

またひとり親に対する支援，税金，税控除，親が

子どもたちの育成に対して資金を提供するという

こと，また母親手当，そして児童手当の提供，政

府によって毎週このような手当が提供されるとい

うことになります，さらには，母親手当の金額を

上げ，そして期間を長期のものにするということ，

そして就学前教育支援手当，さらには，さまざま

な所得支援，児童向け所得支援手当の提供，そし

て3歳・4歳児向けの保育所に対する補助を行う

ということが含まれていました。

そしてシュア・スタートと呼ばれる就学前児童

向けの子どもたちに対する支援が行われました。

これはもともと最も貧困地域の20％を対象とさ

れたものでありました。そしてさらには子育て戦

略の提案，確立があります。子育てを行っていく

ためには，良質の育児政策を展開して，サービス

を提供していかなければならないからです。

シュア・スタートは，おそらく最も人気のある，

最も成功した政策の1つであろうかと思います。

なぜそうなったか。その一つの理由は，就学前児

童に対して焦点を当てたという点です。財務省に

よりますと，これは政策の狭間分野だったのです。

既得権益が政策省庁間ではありませんでした。し

たがって，その既得権益がないので，守るべきも

のもないということがあったわけです。実際に既

得権益もなく，そして政策の狭間分野ということ

になりますと政策を実現しやすいということがあ

ります。保健省・財務省・司法省といったそれぞ

れの省庁が，既得権益を持って対立するというこ

とも避けることができたということになります。

その成果でありますが，重要であったのは（子と

親の）2つの世代をまたぐものであったというこ

と，そして烙印付を行わないということがありま

す。問題家族だというふうな烙印付を行わなかっ

たということであります。さらに，多面的な政策

を展開し，ただ単に教育の問題，育児の問題だけ

ではなく，さまざまな側面に目を向けるというこ

とです。さらには，持続性を確保するということ，

また地元主導でそれぞれの地域の文化的配慮を行

うという側面がありました。

もともとの考え方では，シュア・スタートは母

親の子育てを支援するというものでした。しかし

ながら，そのプログラムを経るにしたがって，育

児，教育，そして有償労働のほうに目が向けられ

るようになりました。非常に人気のある政策であ

りまして，予算につきましてはゼロから数年間で

5億ドルにまで増やされました。公務員として政

府として予算が十分ないということがプログラム

の実施の問題として常にありますけれども，しか

しながらこのプログラムは違いました。もともと

財務省主導のものでありまして，そして労働党政

権の下におきまして，中央労働，財務省としてさ

まざまな専門家を中央銀行から招きまして，社会

政策に関与させるということを行いました。そし
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て，このような中にあって，若い就学前児童に対

する支援を行うということに目を向けたわけであ

ります。したがって，非常に人気を呼んだわけで

あります。財務省の仕事というのは通常，ほかの

省庁がお金を使う，予算を使うということについ

て反対をする立場にあるわけでありますけれども，

この問題についてはそうではありませんでした。

もともとは児童センターがなかったわけであり

ますけれども，しかしながら全国レベルで展開さ

れていたわけではありませんでした。しかし，全

国レベルに普及したことにより，幾つかほかの地

域のサンプルと比較をすることによって評価が行

われるようになりました。

実は，シュア・スタートの児童に対する影響に

ついてはそれほど大きなものではありません。肥

満児が減ったという効果がありましたが，それ以

外ではそれほど大きな効果はありませんでした。

一方，親に対する効果は非常に大きなものがあり

ました。生活の満足度が高まった。育児が改善さ

れた。そして子どもたちに対する厳しすぎるしつ

けなどの不適切な扱いがなくなった。また生活環

境の改善が見られたということがあります。しか

し，一方で母親については，うつ病のリスクが高

まった，また学校の取り組みについての参加への

影響もそれほどなかったということがあります。

うつのリスクについての結果についてはもともと

の意図とは反するように見えますが，ここには医

療サービスのアクセスの問題があります。シュア・

スタートを介して，母親が医療サービスを受ける

ようになり，こういった症例が報告されるように

なったということです。

いずれにいたしましても，シュア・スタートは，

母親にとりましては非常に人気のある政策でした。

一方で，教育，そして認知能力への効果にとりま

しては，それほど大きな成果は認められていない

ということであります。しかしながら，就学前児

童に対して福祉的サービスを提供するということ，

そして，それが政府によって支援されることにつ

いて，国民からの反対の意見は最早イギリスには

ありません。そして早期教育や育児サービスを公

共のサービスで行うということ，またこのシュア・

スタートのチャイルドセンターは，非常にいい

「ブランド」になっているということが挙げられ

ます。

こういった取り組みの最近の成果として申し上

げなければならないことがあります。非常に包括

的な戦略が児童の貧困の根絶のために行われてい

る地域の1つにウエールズ（Wales）があります。

ウエールズにおいて近年，子どもの貧困を根絶す

るための戦略が提起され，実行されております。

子どもを持つ貧困家庭の所得を改善する。そして

物理的に物質的に困窮をしている人たちに対する

サポートを行う。新しい仕事を提供する。また教

育・雇用機会を青少年に対して提供する。育児を

サポートする。児童，および青少年に対する教育

をサポートする。また教育やトレーニングを青少

年に対して提供する。健康状況，健康による不平

等を改善する。さらには，青少年が余暇活動に参

加し，コミュニティーの中で統合されるようにサ

ポートをする。住宅条件を改善する。またコミュ

ニティーにおける絆を強化する。安全性を改善す

る。そういうことが目標となっております。した

がって，こういった戦略を通じて，とりわけ子ど

もの貧困を改善していくために，ここで提供され

たような課題を実行していく必要があるわけです。

さて，そこで社会的排除，そして貧困の問題に

取り組むということは，日本にとって重要である

かということについて申し上げたいと思います。

この点につきましては，もうよく知られたことで，

日本の人たちもいろいろ取り組んでいるわけであ

りますが，私自身，自分のイギリスの経験に基づ

いて申し上げたいと思います。

日本は，今，大きな人口問題を抱えております。

ある推計によると，今後100年を見通した場合に

日本の人口は大幅に低下することになります。

2004年～2006年の段階での人口が，過去最高で

あったということになる可能性があります。こう

いった人口低下の結果，2005年の段階におきま

して日本は世界の歴史の中で最も高齢者の多い国
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であります。日本の平均寿命は，これまでの人類

の歴史の中で最も高いものであります。これは非

常に素晴らしい成果であります。

しかしながら，それは社会的な影響を及ぼさず

にはおれません。たとえば今後50年，100年を見

てみますと，この地球上で最も高齢者の多い国と

いうことになります。その結果どのようなことが

起きるかということでありますが，独居高齢者が

増えます。特に女性です。95年段階におきまし

て200万人程度でありましたが，今500万人です。

2025年には，おそらく700万人に達するだろう

ということであります。彼らは，社会的に孤立し

ている可能性があります。したがって，高齢者の

社会的排除の問題として取り組んでいかなければ

ならない課題があるということになります。

日本の人口の年齢構造でありますが，1950年

では，人口ピラミッドにおきまして若い人たちが

多く，年を取った人たちが少ない。しかしながら，

2050年になりますと若い人たちが少なく，一方

で高齢者が増えるということになります。こういっ

た傾向について，一度振り返って1900年～2100

年ということを見れば，たとえば資産，土地の価

格は非常に高いものがあり，そして50年，75年

といった形で住宅ローンを組みます。

しかしながら，たとえば75年先を見てみます

と，人口が減少し，住宅はそれほど必要なくなり，

土地価格は下がります。

まとめて申し上げますと，2004年におきまし

て日本では100万人の人たちが90歳，もしくはそ

れ以上だということであります。そして2005年

には人間の歴史におきまして最も高齢者の多い社

会ということになりました。そして2100年まで

には日本の人口は4,000～4,500万人になります。

これは1900年における日本の人口と同じです。

さて，それでは，日本にとって，こういった結

果をもたらさないための政策的なオプションとし

てはどういうものが考えられるのでしょうか。私

の考え方でありますけれども，社会包摂政策がキー

になると思います。最悪の結果をもたらさない，

これを防止するためには社会包摂政策が必要とな

ります。

何もしないというのが1つの政策オプションで

す。もちろんその結果，貧困が増え，そして最終

的に日本という国が消滅してしまうということが，

今の状況のままであれば起こります。資産価格も

減っていく。そして，それによって日本経済も縮

小していくことになります。

もう1つのオプションは，女性の参加を促し，

そして社会的な姿勢を変更させることによって仕

事の労働時間を減らし，家事・子育ての時間を増

やしていくということであります。すなわち，子

育て型の政策を追求するということであります。

子どもを育てるコストをできるだけ下げていかな

ければなりません。幾つかの国においても同じよ

うな取り組みが行われておりますけれども，たと

えば移民を増やすということでありますが，この

点につきましては，政治家，そして国民の中で支

持を確保するのは難しいかもしれません。したがっ

て，残された選択肢としては3つということにな

ります。

女性に対する社会的な姿勢，そして男女関係と

いうことについては家のシステムに基づいている

と聞きました。いわば夫を支えるということであ

りまして，明治時代におきまして民法はこの家の

システムをベースにされたものでありました。ま

た江戸時代の儒教の影響もあります。男性は外，

そして女性は家庭の中にいるということ。こういっ

た考え方は明治時代において変化をもたらしまし

た。「良妻賢母」という考え方が発展し，これが

女性の役割だと考えられたわけです。ある意味に

おいて，これがあったからこそ，こういったイデ

オロギーに基づいて大きな国としての成功があっ

たということがあると思います。

日本はいろいろな変化をもたらしておりますが，

しかしながら女性をネガティブな否定的な形で評

価する考え方があります。「男勝り」という言葉

がありますが，必ずしもこれはいい表現と言える

ものではありません。また，ほかの用語もいろい

ろとあります。「おてんば」というような表現も

あります。21世紀におきましても日本の女性は

必ずしも男性と平等であると見なされていません。

ということで，国連の尺度によりますと，公的分
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野，そして賃金において女性の進出度は，第38

位ということになっています。

スウェーデンにおきまして男性が育児休暇を取

る率は非常に高いものがありますが，1998年に

おいて日本では0.16％の男性しか取っておりま

せん。そして95年において家事に費やした男性

の時間は26分。一方，女性は3時間ということに

なっています。非常に大きな格差が家事労働にお

いて存在するということがあります。もちろん大

きな変化，急速に変化が起きているわけでありま

すが，シンクタンク等の調査を見る限りにおきま

して，夫の50％か60％が子育てに十分参加をし

ていないという実態があります。したがって，出

生率を見ますと，子育てにお金がかかり，そして

日本の女性は家事に夫が協力をしてくれないとい

う結果，子どもの数が減っているということにな

ります。

1つの課題はどうやって子育てのコストを下げ

ていくかということであります。日本におきまし

て子育ての費用は非常に高いものがあります。女

性の賃金についてはパートタイムの場合におきま

して比較的低い状況にあります。ある調査により

ますと，子どもを持たない世帯というのは，同時

に最も貧しい世帯が多いということが分かってい

ます。たとえば400万の年収以下の場合におきま

して，5世帯に1世帯が子どもを生んでいません。

子育てのニーズが大きいということは最大の理由

となっています。女性たちが子どもを生まない最

大の理由になっているわけです。

さて，効率的な反貧困対策，そして社会包摂政

策をつくらない限り，21世紀の日本の未来は非

常に暗いものとなっております。金融危機，特に

住宅市場における危機というものが発生する可能

性があります。国民，そして政治家が新しい貧困

対策，社会的包摂政策をつくり出していかなけれ

ばなりません。そうすることによって日本の社会

に建設的な影響を果たすことになるわけです。こ

の政策のほうが，何もしない政策よりも大きな意

味合いを持つものとなるわけであります。お時間

をいただき，ご清聴ありがとうございました。

（DavidGordon ブリストル大学

タウンゼンド国際貧困研究所長）
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